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議長 

はじめに、議長、事務局長並びに事務局の皆様に、平素からの御尽力に深謝申し上

げますとともに、皆様の取組に対する我が国からの支持を改めて表明いたします。 

 

昨年、広島・長崎被爆８０年を迎えました。政治指導者から若者まで、海外の多くの

方々に広島や長崎を訪れ、被爆の実相に触れていただきました。また、被爆者や二世、

三世の皆様にも、日本国外で被爆体験を伝承いただいています。被爆の実相に対する

国際社会の高い関心に感謝を表します。また、この機会に、核兵器使用や核実験の影

響を受けた人々の証言と記憶を、世代や国境を越えて語り継ぐ取組を進めてこられた各

国政府・国際機関・学術機関、そして市民社会の皆様に対して敬意を表します。 

 

 今年は第１１回核兵器不拡散条約（ＮＰＴ）運用検討会議が開催されます。「核兵器の

ない世界」に向けた歩みを少しでも前に進めるべく、その礎石たるＮＰＴの維持・強化に

取り組まなければなりません。次の世代に強固な核軍縮・不拡散体制を引き継いでいく

ためには、次の十年、さらにその先を見据えた取組を一歩ずつ進めていく必要がありま

す。そのためにも、この運用検討会議では、各国のＮＰＴに対するコミットメントの再確認

が何よりも求められています。また、北朝鮮による核・ミサイル開発はＮＰＴのインテグリ

ティ及び信頼性に関わる重要な問題です。我が国としても、同会議での対話・議論に積

極的に貢献していく所存です。 

 

議長 

 国際社会は分断と対立が進み、我々は極めて厳しい国際安全保障環境に直面して

います。我が国の周辺でも不透明な核戦力の増強が続いています。先般、米国からこ

の軍縮会議において、新 START後の軍備管理の対話について提案がなされました。我

が国は、米国、ロシア及び中国を巻き込んだ軍縮・軍備管理の取組が重要であると考え

ており、厳しい安全保障環境を踏まえて軍備管理の枠組を再構築するという米国の意

図を歓迎いたします。 

 

その上で、既存の軍縮機関の再活性化も急務であることを改めて強調します。本年の

軍縮会議において、『作業に関する決定』に関する合意が形成されていない現状を残念

に思います。我が国は、関係者の調整努力に敬意を表するともに、今後、実質的な議論

が深まることを期待します。 



 

議長 

我が国は改めて、ＦＭＣＴの早期交渉開始の重要性を強調します。ＦＭＣＴをめぐる膠

着状況を一刻も早く打破しなければなりません。シャノン・マンデートは、我々の叡智を

結集する上で共通の土台を提供するものであり、我が国はＦＭＣＴ交渉開始に向けた政

治的機運を高めるための取組を継続いたします。また、条約発効までの間、核兵器用核

分裂性物質の生産モラトリアムの宣言や維持を呼びかけます。 

 

今年は、この軍縮会議において交渉されたＣＴＢＴの署名開放から３０年の節目となり

ます。早期発効にも引き続き強くコミットしています。我が国は、残された発効要件国を

含む全ての未締約国の速やかな署名・締結を求めます。また、ＣＴＢＴ条約の発効前で

あっても、全ての関係国に対し、爆発を伴う核実験のモラトリアムを宣言又は維持するこ

とを求めます。 

 

さらに、透明性の向上は、厳しい安全保障環境下において、関係国相互の信頼醸成

を通じて、核軍縮・軍備管理の進展に貢献します。核軍縮・軍備管理の土台としての透

明性に対する共通認識が育まれることを期待します。 

 

議長 

ＡＩを始めとする新興技術の軍事利用については、そのリスクとメリットを十分理解し、

人道的考慮と安全保障上の観点を考慮しつつ、包括的に検討する必要があります。こ

の観点から、日本はＣＣＷ（特定通常兵器使用禁止制限条約）の枠組みにおける自律

型致死兵器システムに関する議論の前進を強く支持します。また、軍事領域における責

任あるＡＩの利用について、国際社会として理解を深めていくことを期待します。 

 

また、技術進歩と民間セクターの活動の拡大が著しい宇宙において、その持続的か

つ安定的な利用のため、「宇宙空間における責任ある行動」についても共通理解を得る

ことも重要です。 

 

厳しい安全保障環境において様々な技術革新が進む中、今日ほど、唯一の多国間軍

縮交渉機関である軍縮会議が、これまでの議論の蓄積の上に前進することが求められ

ている時はありません。我が国は、軍縮会議がそのマンデートを全うするため、一層協

力していきます。 

 

 御静聴ありがとうございました。 

（了） 


